
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　　　本件抗告を棄却する。

　　　　　　　抗告費用は抗告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　抗告代理人田中清，同井上朗，同柏木泰英，同末永京子，同馬場康吏，同田村雅

嗣，同高橋正人の抗告理由について

　１　記録によれば，本件の経緯は次のとおりである。

　（１）　本件の本案訴訟のうち，２つの事件（大阪地方裁判所平成１０年（ワ）

第１１４９０号貸金等請求事件及び平成１１年（ワ）第９２４３号貸金等請求事件）

は，経営が破たんしたＤ信用組合（以下「Ｄ信」という。）の営業の全部を譲り受

けた抗告人が，貸金債権，求償債権等に基づき，相手方株式会社Ｅ不動産及び相手

方Ｆに対し金員の支払等を求めたものである。また，その余の事件（同平成１０年

（ワ）第１１５２０号債権者代位請求事件，同年（ワ）第１１６３４号債権者代位

請求事件，同年（ワ）第１１６５４号損害賠償等請求事件）は，抗告人が，相手方

Ｅ不動産又は相手方Ｆの所有する不動産について，相手方株式会社Ｇ，相手方Ｈ又

は相手方Ｉに対し，前記各債権を被保全債権とする債権者代位権に基づき所有権移

転登記手続等を求めたものである。

　（２）　相手方らは，前記本案訴訟において，相手方Ｆ及び相手方Ｅ不動産がＤ

信に対する貸金債務，求償債務等を本件土地の売却代金によって弁済しようとした

ところ，Ｄ信は，本件土地についてされた根抵当権設定登記等を抹消することを不

当に拒絶して本件土地の売却を妨害し，また，相手方Ｆ及び相手方Ｅ不動産に対し

，貸付残高を雪だるま式に増大させた上，自己の利益を図る目的で，上記相手方両

名の支払利息相当分の金額を新たに融資し，これを支払利息に充当する，いわゆる

「利貸し」を行ったと主張し，これらの不法行為に基づく損害賠償請求権と抗告人
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の前記各債権とを対当額で相殺する旨の抗弁を主張した。

　（３）　本件は，相手方らが，前記（２）の抗弁に係る事実等を証明するためで

あるとして，抗告人が所持する原々決定別紙文書目録一ないし四記載の各稟議書及

び付属書類一切（以下，これらを一括して「本件文書」という。）につき文書提出

命令を申し立てた事件である。相手方らは，本件文書は，貸出稟議書ではあるが，

民事訴訟法（平成１３年法律第９６号による改正前のもの。以下同じ。）２２０条

４号ハ所定の「専ら文書の所持者の利用に供するための文書」に当たらない特段の

事情があり，同号の文書に当たるなどと主張した。

　２　原審は，本件文書は，その開示によって所持者である抗告人に看過し難い不

利益が生ずるおそれがあるとは認められないから，「専ら文書の所持者の利用に供

するための文書」に当たらないと判断して，抗告人に対して本件文書の提出を命ず

べきものとした。

　３　本件文書は，Ｄ信が相手方らへの融資を決定する過程で作成した稟議書とそ

の付属書類であるところ，信用組合の貸出稟議書は，専ら信用組合内部の利用に供

する目的で作成され，外部に開示することが予定されていない文書であって，開示

されると信用組合内部における自由な意見の表明に支障を来し信用組合の自由な意

思形成が阻害されたりするなど看過し難い不利益を生ずるおそれがあるものとして

，特段の事情がない限り，民事訴訟法２２０条４号ハ所定の「専ら文書の所持者の

利用に供するための文書」に当たると解すべきである（最高裁平成１１年（許）第

２号同年１１月１２日第二小法廷決定・民集５３巻８号１７８７頁参照）。

　そこで，本件文書について，上記の特段の事情があるかどうかについて検討する

と，記録により認められる事実関係等は，次のとおりである。

　（１）　本件文書の所持者である抗告人は，預金保険法１条に定める目的を達成

するために同法によって設立された預金保険機構から委託を受け，同機構に代わっ
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て，破たんした金融機関等からその資産を買い取り，その管理及び処分を行うこと

を主な業務とする株式会社である。

　（２）　抗告人は，Ｄ信の経営が破たんしたため，その営業の全部を譲り受けた

ことに伴い，Ｄ信の貸付債権等に係る本件文書を所持するに至った。

　（３）　本件文書の作成者であるＤ信は，営業の全部を抗告人に譲り渡し，清算

中であって，将来においても，貸付業務等を自ら行うことはない。　

　（４）　抗告人は，前記のとおり，法律の規定に基づいてＤ信の貸し付けた債権

等の回収に当たっているものであって，本件文書の提出を命じられることにより，

抗告人において，自由な意見の表明に支障を来しその自由な意思形成が阻害される

おそれがあるものとは考えられない。

【要旨】上記の事実関係等の下では，本件文書につき，上記の特段の事情があるこ

とを肯定すべきである。このような結論を採ることによって，現に営業活動をして

いる金融機関において，作成時には専ら内部の利用に供する目的で作成された貸出

稟議書が，いったん経営が破たんして抗告人による回収が行われることになったと

きには，開示される可能性があることを危ぐして，その文書による自由な意見の表

明を控えたり，自由な意思形成が阻害されたりするおそれがないか，という点が問

題となり得る。しかし，このような危ぐに基づく影響は，上記の結論を左右するに

足りる程のものとは考えられない。所論引用の判例（最高裁平成１１年（許）第３

５号同１２年１２月１４日第一小法廷決定・民集５４巻９号２７０９頁）は，本件

とは事案を異にするものであり，その他原決定の違法をいう論旨は採用することが

できない。

　４　以上のとおりであるから，本件文書の提出を命ずべきものとした原審の判断

は，結論において是認することができる。

　よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり決定する。
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（裁判長裁判官　北川弘治　裁判官　河合伸一　裁判官　福田　博　裁判官　亀山

継夫　裁判官　梶谷　玄）
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